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通所リハビリテーション契約書 

 

 様（以下、「利用者」という。）と医療法人社団 育生會（以下「事業者」という。）は、事業者

が利用者に対して行う通所リハビリテーション（以下「予防」も含む）について次の通り契約します。 

 

（目的） 

第 1 条 事業者は、介護保険法等の関係法令及びこの契約書に従い、利用者がその有する能力に応じて

可能な限り自立した日常生活を営むことができるよう通所リハビリテーションサービスを提供し、利

用者の心身の機能の維持回復を図ります。 

２ 通所リハビリテーションサービスの提供にあたっては、利用者の要介護状態区分及び利用者の被保

険者証に記載された認定審査会意見に従います。 

 

（契約期間） 

第 2条 この契約の契約期間は令和 年 月 日から利用者の要介護認定有効期間満了日までとします。 

２ 契約満了の７日前までに、利用者から事業者に対して、文章により契約終了の申し出がない場合、契

約は自動更新されるものとします。 

 

（通所リハビリテーション計画の作成・変更） 

第 3 条 事業者は、医師の診療等に基づき、利用者の病状、心身の状況、日常生活全般の条項及び希望を

踏まえて、通所リハビリテーション計画を作成します。 

２ 通所リハビリテーション計画には、通所リハビリテーションサービスの目標や目標達成のための具

体的なサービス内容等を記載します。 

３ 事業者は、通所リハビリテーション計画を作成し、または変更した際には、利用者及びその家族に対

し説明を行い、その同意を得るものとします。 

４ 通所リハビリテーション計画は、居宅（支援）サービス計画が作成されている場合は、その内容に沿

って作成します。 

５ 事業者は、次のいずれかに該当する場合には、第１条に規定する通所リハビリテーションの目的にし

たがい、通所リハビリテーションサービスの変更を行います。 

（１）利用者の心身の状況等の変化により当該通所リハビリテーション計画を変更する必要がある場合 

（２）利用者及びその家族等が通所リハビリテーション計画の変更を希望する場合 

６ 事業者は、前項に定める通所リハビリテーション計画の変更を行う際は、利用者及びその家族にたい

し説明し、その同意を得るものとします。 
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（通所リハビリテーションの提供場所・内容） 

第 4 条 通所リハビリテーションの提供場所の所在地および設備の概要は[重要事項説明書]の通りです。 

２ 事業者は、第３条に定めた通所リハビリテーション計画に沿って通所リハビリテーションを提供し

ます。事業者は通所リハビリテーションの提供にあたり、その内容について利用者、家族に説明しま

す。 

３ 利用者は、サービス内容の変更を希望する場合には、事業者に申し入れることができます。その場

合、事業者は、可能なかぎり利用者の希望に沿うようにします。 

 

（サービス提供の記録） 

第 5 条 利用者はサービスの対価として[重要事項説明書]に定める利用単価毎の料金をもとに計算され

た月ごとの合計額を支払います。 

２ 事業者は、当月の料金の合計額の請求書に明細を付して、翌月１０日までに利用者にお渡しします。 

３ 利用者は、当月の料金の合計額を翌月２０日までに現金にてお支払いしていただきます。 

４ 事業者は、利用者から料金の支払いを受けたときは、利用者に対し領収書を発行します。 

 

（料金の変更） 

第 7 条 事業者は、利用者に治して、１か月前までに文書を通知することにより利用料および食費等の

単価の変更（増額または減額）を申し入れることができます。 

２ 利用者が料金の変更を承諾する場合、新たな料金に基づく[重要事項説明書]を作成し、お互いに取り

交わします。 

 

（サービスの予約取り消し） 

第 8 条 利用者は、事業者に対して、サービス提供日の前日午後５時まで（前日が休業日の場合は直前

営業日の午後５時まで）に通知をすることにより、料金を負担することなくサービス利用を予約取り

消しすることができます。 

２ 利用者がサービス提供日の前日午後５時までに通知することなくサービスの予約取り消しを申し出

た場合は、事業者は、利用者に対して[重要事項説明書]に定める計算方法により、料金の一部を請求

することができます。この場合の料金は第６条の他の料金の支払いと併せて請求します。但し、急病

等のやむを得ない理由の場合にはこの限りではありません。 

３ 事業者は、利用者の体調不良や他者への迷惑行為などの理由により、通所リハビリテーションに実施

が困難と判断した場合、サービスを中止することができます。 

 

（利用者の解除権） 

第 9 条 利用者は事業者に対して、１週間の予告期間をおいて文書で提出することによりこの契約を解

除することができます。ただし、利用者の病変、急な入院などやむを得ない事情がある場合は、予告

期間が１週間以内の通知でもこの契約を解約することができます。 
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２ 次の事由に該当した場合は、利用者は文書で通知することにより、直ちにこの契約を解約することが

できます。 

（1）事業者が正当な理由なくサービスを提供しない場合 

（2）事業者が守秘義務に反した場合 

（3）事業者が利用者やその家族に対して社会通念を逸脱する行為を行った場 

（4）事業者が破産した場合 

（5）第７条に基づき事業者が申し出た料金の変更を承諾しない場合 

 

（事業者の解除権） 

第 10 条 事業者はやむを得ない事情がある場合、利用者に対して、１か月間の予告期間をおいて理由を

示した文書で通知することにより、この契約を解約することができます。 

２ 次の事由に該当した場合は、事業者は文書で通知することにより、直ちにこの契約を解約することが

できます。 

（1） 利用者のサービス利用料金の支払いが２か月以上遅延し、料金を支払うよう催告したにもかかわ

らず１０日以内に支払われない場合 

（2） 利用者が正当な理由なくサービス中止をしばしば繰り返した場合または利用者の入院もしくは病

気等により、３ヶ月以上にわたってサービスが利用出来ない状態であることが明らかになった場合 

（3） 利用者またはその家族が事業者やサービス従業者または他の利用者に対して、この契約を継続し

がたいほどの背信行為を行った場合 

（4） 事業者が破産した場合 

 

（契約の終了） 

第 11 条 次の事由に該当した場合は、この契約は自動的に終了します。 

（1） 利用者が介護保険施設に入所した場合 

（2） 利用者が死亡若しくは被保険者資格を喪失した場合  

※ただし以下に該当した場合は、２ヵ月の予告期間をおいて理由を示した文書で通知することによ

り、この契約を終了することができます。 

（1） 利用者の病状、心身の状況、日常生活全般に改善が見られた場合、また一定の心身の維持が可能

と判断した場合 

（2） 要支援者は通所開始月を起算月として１２ヵ月を超え利用者の病状、心身の状況、日常生活全般

に改善が見られた場合、また一定の心身の維持が可能と判断した場合   

（秘密保持） 

第 12 条 事業者およびその従業者は、サービス提供をする上で知りえた利用者及びその家族に関する秘

密を正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義務は契約終了後も同様です。 

２ 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当者会議等において、利用者の個人

情報を用いません。 

３ 事業者は、利用者の家族から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当社会議等において、当該家

族の個人情報を用いません。 
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（賠償責任） 

第 13 条 事業者は、サービスの提供にともなって、事業者の責めに帰すべき事由により利用者の生命・

身体・財産に損害を及ぼした場合は、利用者に対してその損害を賠償します。 

２ 前項の場合において、当該事故発生につき利用者に過失がある場合は、損害賠償の額を軽減すること

ができます。 

（緊急時の対応） 

第 14 条 事業者は、現に通所リハビリテーションの提供を行っているときに利用者の病状の急変が生じ

た場合その他必要な場合は、家族または緊急連絡先へ連絡するとともに速やかに主治の医師または歯

科医師に連絡を取る等必要な処置を講じます。 

 

（連携） 

第 15 条 事業者は、通所リハビリテーションの提供にあたり、介護支援専門員および介護医療サービス

または福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めます。 

 

（協議義務） 

第 16 条 利用者は、事業者が利用者の通所リハビリテーションサービスを提供するにあたり、可能な限

り事業者に協力しなければなりません。 

 

（相談・苦情対応） 

第 17 条 事業者は、利用者からの相談・苦情等に対応する窓口を設置し、通所リハビリテーションに関

する利用者の要望、苦情等に対して、迅速に対応します。 

 

（利用者代理人） 

第 18 条 利用者は、代理人を選任してこの契約を終結させることができ、また、契約に定める権利の行

使と義務の履行を代理して行わせることができます。 

 

（本契約に定めのない事項） 

第 19 条 利用者および事業者は、信義誠実をもってこの契約を励行するものとします。 

２ この契約に定めのない事項については、介護保険法令その他諸法令の定めるところに従い、双方が誠

意をもって協議の上定めます。 

 

（裁判管轄） 

第 20 条 この契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者および事業者は、利用者の住所地を管

轄する裁判所を第１審管轄裁判所とすることを予め合意します。 
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通所リハビリテーション重要事項説明書 

（令和６年４月１日 現在） 

当事業所では、お客様に介護サービスをご利用いただくにあたり、あらかじめ次の事項をご説明致しま

す。 

１ 山口医院 通所リハビリテーションの概要 

（1）当事者（法人）の概要 

名称 医療法人社団 育生會 

代表者 理事長 田口 享子 

所在地 東京都豊島区西巣鴨１－１９－１７ 

ＴＥＬ ０３-３９１５-５８８５ 

ＦＡＸ ０３-３９４９-３４５５ 

ホームページ http://www.yamaguchi-hp.com 

設立年月日 平成２０年２月１９日 

定款の目的に定めた事業 本社団は、医院を経営し、科学的でかつ適正な医療を普及

することを目的とする。 

（2）事業所の概要 

事業所名 山口医院通所リハビリテーション・ことぶき 

所在地 東京都豊島区西巣鴨１－１９－１７ 

ＴＥＬ ０１２０-０３-５８８５ 

ＦＡＸ ０３-６９０３-７８１２ 

最寄り駅 ①ＪＲ大塚駅北口下車 徒歩７分 

②都電荒川線巣鴨新田駅下車 徒歩２分 

③東武東上線北池袋駅下車 徒歩１５分 

開設年月日 平成２６年１０月１日 

事業所番号 １３１１６３６０００ 

（3）管理者 

 氏名 兼務内容 

管理者 田口 享子 医院兼務・当事業所医師兼務 

（4）事業所の特色 

２ 事業の目的 

利用者がその有する能力に応じた可能な限り自立した日常生活を営むことができるよう通所リハビリ

テーションサービスを提供し、利用者の心身の機能の維持回復を図ることを目的とする。 

３ 事業の方針 

① 指定通所リハビリテーション実施にあたっては、利用者の心身の状況、病歴、家庭環境、生活環境、

保険医療福祉サービスの利用状況等の把握に努め、居宅サービス計画、通所リハビリテーション計

画に基づき、利用者の人格と自己決定を尊重した客観的かつ適切なサービスを提供する。 

② 事業の実施にあたっては、利用者またはその家族に対して、事業の内容を説明し、理解と同意を得  

るよう努める。また、治療上必要とされる事項についても具体的な情報提供を行い、相互の連携のも

と、適切な事業の運営を図る。 
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③ 事業の実施にあたっては、居宅介護支援事業者、関係市区町村、保険医療福祉サービスを提供する

ものとの密接な連携に努め、利用者の自立支援を図る。 

（5）職員の体制 

事業所内にスタッフの人員配置を貼り出しておき、その職員の体制については、厚生労働大臣の定める

通所リハビリテーションの人員基準を満たした状態とする。 

（6）送迎できる範囲 

通常の実施地域は以下とする。 

豊島区(東池袋２～５丁目・上池袋１～４丁目・北大塚１～３丁目・南大塚１～３丁目 

巣鴨１～５丁目・西巣鴨１～４丁目) 

北区（滝野川１～７丁目・西ヶ原３～４丁目） 

 

（7）センターの設備等 

定員 ２４名/１日（午前１２名・午後１２名） 

機能訓練室及びデイルーム

（集団リハビリ） 

５０．４１㎡ 

 

トイレ 車イス対応 

（8）営業時間 

営業日 月曜日～金曜日（祝祭日も営業） 

営業時間 ８：３０～１７：３０ 

サービス提供時間 ９：００～１７：００ 

４ 提供するサービス内容 

医師並びに各従業者が、利用者の希望を踏まえ、直面している課題等評価を行い、利用者またはそのご

家族様に説明・同意を得て通所リハビリテーション計画を作成交付致します。また、その計画に基づき下

記のサービスを実施します。 

（1）実施しているサービス種類と内容 

・個別・集団によるリハビリテーション 

・運動機器を利用してのリハビリテーション 

・送迎サービス 

（訓練等） 

① 運動療法、物理療法 

② 歩行訓練、基本的動作訓練、自助具使用訓練 

③ 日常生活動作に関する訓練 

④ 治療用ゲーム、を使用した趣味的訓練 

（2）その他サービスについて 

事項 有無 備考 

時間延長実施の有無 原則無し  

従業員の研修の実施状況    有 年数回不定期に実施を検討 
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５ 料金 

（1）指定通所リハビリテーション等を提供した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定めるところによ

るものとし、当該指定通所リハビリテーション等が法定代理受領サービスである時は、その１割又は２割

の額とする。 

（2）介護保険適用外サービスにつきましては、自費介護サービスとなります。具体的な料金については、

別紙参照による。 

（3）キャンセル料 

利用者のご都合によりサービスの予約を取り消す場合は、次のキャンセル料をいただいております。 

但し、お客様の病状の急変等、緊急かつやむを得ない事情がある場合は不要です。 

連絡時間 料金 

利用日の前日１７：００までに連絡があった場合 無料 

利用日の前日１７：００までに連絡がなかった場合 利用料自己負担分の１５％ 

※利用日前日が休業日となる場合は直前の営業日１７：００までとします。 

 サービスを中止した場合、同月内であれば、ご希望の日にふりかえることができます。ただし、定員数

分の予約が入っている日には振り替えできませんのでご了承ください。 

（4）利用料金の支払い方法 

毎月、１０日までに前月分の請求を致しますので、当月２０日頃までにお支払い下さい。お支払方法は現

金集金若しくは、直接お支払に来てください。 

６ サービスの終了 

①利用者の都合でサービスを終了する場合 

サービスの終了を希望する日の７日前までに文書でお申し出ください。なお、文書は当方で用意してあり

ますので、必要な時はお申し付けください。解約料は発生しません。 

②当センターの都合でサービスを終了する場合 

人員不足等やむを得ない事情により、サービスの提供を終了させていただく場合がございます。その場合

は、終了 1 か月前までに文書通知いたします。 

③下記の理由の場合においては、利用者は文書で解約を通知することによって、すぐにサービスを終了

することができます。 

・当センターが正当な理由なくサービスを提供しない場合 

・守秘義務に反した場合 

・利用者やご家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行った場合 

・当センターが倒産・閉鎖した場合 

当センターが申し出た料金の変更を承諾しない場合 

④下記の理由の場合においては、文書で通知することにより、すぐにサービスを終了させていただくこ

とがございます。 

・お客様が、サービス利用料金の支払いを２か月以上遅延し、料金を支払うよう催告したにもかかわら

ず１０日以内にお支払いがない場合 

・利用者が正当な理由なくサービス中止をしばしば繰り返した場合 

・利用者の入院もしくは病気等により、３ヶ月以上にわたってサービスが利用できない状態であるこ

とが明らかになった場合 
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・利用者やご家族様などが当センターやサービス従業者に対して本契約を継続しがたいほどの背信行

為を行った場合 

⑤自動終了 

以下の場合は、双方の文書がなくても、自動的にサービスを終了いたします。 

・お客様が介護保険施設等に入所した場合。 

・介護保険給付でサービスを受けていた利用者の要介護認定区分が、非該当(自立)と認定された場合。 

・利用者がお亡くなりになった場合や被保険者資格を喪失した場合。 

７ 緊急時の対応（連絡体制） 

サービスの提供中に容態の変化等があった場合は、当院外来に受診していただくと共に事前の打ち合

わせにより、主治医、救急隊、親族等へ連絡をいたします。 

緊急連絡先 

主治医 病院名  

主治医氏名  

電話番号  

住所  

ご家族 氏  名  

電話番号  

住  所  

主治医への連絡基準  

その他備考  

８ 非常災害時の対策 

防災設備 設備名称 有無 設備名称 有無 

自動火災報知機 有 消火器 有 

誘導灯 有   

非常時の対応 別途定める消防計画にのっとり対応。 

避難訓練 別途定める消防計画にのっとり年２回以上の避難訓練。 

消防計画書 医療法人社団 育生會 山口医院と同様。 

９ 損害賠償 

サービスの提供にともなって、当センターの責めに帰すべき事由によりお客様の生命・身体・財産に損

害をおよぼした 場合は、その損害を賠償します。ただし、当該事故発生につきお客様に過失がある場合

は、損害賠償の額を減額することができるものとします。 

 

１０ 秘密の保持 

当センター職員は、業務上知り得た利用者またはそのご家族様の秘密を正当な理由なく第三者に漏ら

すことはしません。この守秘義務は契約終了後も同様です。また職員が退職し職員でなくなった場合にお

いても同様とします。 
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１１ サービス提供記録の保管 

サービスを提供するにあたり、作成したケース処遇記録等の書類は、契約終了後 2 年間は保存します。

また利用者本人またはその家族に限り、ケース処遇記録の閲覧及び実費をもって複写物の交付を受ける

ことができます。 

 

１２ 虐待防止について 

 利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 

（1） 虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 田口 享子 

（2） 成年後見制度の利用を支援します。 

（3） 苦情解決体制を整備しています。 

（4） 従業者に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を実施しています。 

 

１３ 身体拘束について 

 事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそれがある 

場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられるときは、利用者に 

対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最小限の範囲内で行うことがあります。 

その場合は、身体拘束を行った日時、理由及び態様等についての記録を行います。また事業者として、 

身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 

（1） 緊急性……直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体に危険が及ぶ        

ことが考えられる場合に限ります。 

（2） 非代替性…身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことを     

防止することができない場合に限ります。 

（3） 一時性……利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった場合は、    

直ちに身体拘束を解きます。 

 

１４ 感染症の予防及びまん延防止のための措置 

（1）事業者は、感染症が発生し又はまん延しないように感染症の予防まん延防止計画に従って必要な

措置を講じます。 

（2）感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会をおおむね６月に１回以上開催す

るとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

（3）感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

（4）従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施する。 

 

１５ ハラスメントの対策について 

 事業者は、介護現場で働く職員の安全確保と安心して働き続けられる労働環境が築けるようハラスメ

ントの防止に向け取り組みます。 

（1）事業所内において行われる優越的な関係を背景とした言動や、業務上必要かつ相当な範囲を超え

る下記行為は組織として許容しません。 

①身体的な力を使って危害を及ぼす（及ぼされそうになった）行為 

②個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為 
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③意に沿わない性的言動、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為 

  上記は、当該法人職員、取引先事業者の方、ご利用者及びその家族等が対象となります。 

（2）ハラスメント事案が発生した場合、マニュアルなどを基に即座に対応し、再発防止会議等により

同時案が発生しない為の再発防止策を検討します。 

（3）職員に対し、ハラスメントに対する基本的な考え方について研修などを実施します。 

また、定期的に話し合いの場を設け、介護現場におけるハラスメント発生状況の把握に努めます。 

（4）ハラスメントと判断された場合には行為者に対し、関係機関への連絡、相談、環境改善に対する

必要な措置、利用契約の解約等の措置を講じます。 

 

１６ 業務継続に向けた取り組みについて 

 （1）感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定通所リハビリテーション等の提供を継

続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を

策定し、当該業務継続計画に従って必要な措置を講じます。 

 （2）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施し

ます。 

 （3）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

 

１７ 当センターが提供するサービスについての苦情相談問い合わせ窓口 

電  話：０３-３９１５-５８８５ 

相談方法：電話、面接による。 担当窓口：吉田・吉水 

 

１８ サービス内容に関する苦情 

（1） 医療法人社団 育生會 山口医院 担当窓口 吉田・吉水 

        ０３-３９１５-５８８５ 

（2）区役所・・・豊島区介護保険課 

  ０３-３９８１-１３１８ 

（3）区役所・・・北区健康福祉部介護保険課 

  ０３-３９０８-１２８６ 

（4）東京都・・・国民健康保険団体連合会 

０３-６２３８-０１７７ 
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１９ サービスの利用にあたっての留意事項 

（1）サービスの提供を受けるにあたっては、医師の診断や日常生活上の留意事項、利用当日の健康状

態を職員に連絡し、心身の状態に応じたサービスの提供を受けるよう留意してください。 

（2）健康上の理由によりサービスを中止することがあります。 

①風邪、病気の際はサービスの提供をお断りすることがあります。 

②当日の健康チェックの結果、体調が悪い場合、サービス内容を変更または中止することがありま

す。その場合、ご家族に連絡の上、適切に対応します。また必要に応じて速やかに主事の医師に連

絡を取る等必要な措置を講じます。 

（3）サービス利用の際には、介護保険被保険者証と居宅介護支援事業所が交付するサービス利用票を

提示してください。 

（4）連絡帳および連絡帳ケース内に封入した通知文書は、重要な内容を伴うことがありますので、利

用後必ずご確認ください。またご希望がある場合には同様の通知文書をご家族あてにお送りいた

します。 

（5）施設内の設備や器具は本来の用法に従ってご利用ください。これに反したご利用により 

破損等が生じた場合、弁償していただく場合があります。 

（6）他の利用者の迷惑になる行為はご遠慮ください。 

（7）所持金品は、自己の責任で管理してください。 

（8）施設内での他の利用者に対する宗教活動及び政治活動はご遠慮ください。 

 

２０ 重要事項の変更 

以上、重要事項１から１９までの項目の内容に変更があった場合は、利用者もしくはその家族等に文

書にて通知します。また、料金の改定等利用者に新たにご負担が発生する項目について変更がある場合

は、事前に通知し同意・捺印を得るものとします。 

 

以上が、通所リハビリテーションの提供開始にあたり、契約書及び本書面に基づいての、重要事項の

説明となります。 
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山口医院通所リハビリテーション

要介護１ 383 単位/回 426 円/回 851 円/回 1,276 円/回

要介護２ 439 単位/回 488 円/回 975 円/回 1,462 円/回

要介護 要介護３ 498 単位/回 553 円/回 1,106 円/回 1,659 円/回

要介護４ 555 単位/回 616 円/回 1,232 円/回 1,848 円/回

要介護５ 612 単位/回 680 円/回 1,359 円/回 2,038 円/回

　　送迎減算 -47 単位/片道 -52 円/片道 -104 円/片道 -156 円/片道

要支援１ 2,268 単位/月 2,518 円/月 5,035 円/月 7,553 円/月

要支援２ 4,228 単位/月 4,693 円/月 9,386 円/月 14,079 円/月

要支援１ 120 単位/月 -133 円/月 -267 円/月 -400 円/月

要支援２ 240 単位/月 -267 円/月 -533 円/月 -800 円/月
12ヶ月超減算

(令和6年6月1日現在）

自己負担
（1割負担） （2割負担） （3割負担）

要支援

     B,要支援の場合

名称 単位
自己負担 自己負担

簡易料金表

     A,要介護の場合

名称 単位（2-3h）
自己負担 自己負担 自己負担

（1割負担） （2割負担） （3割負担）
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個人情報の取得及び利用に関する同意書 

業務上知り得たお客様およびご家族様についての個人情報に関して、下記「利用者の個人情報の利用目

的」により、その利用目的と利用範囲について説明します。 
 

利用者の個人情報の利用目的 

●利用者の健康維持と回復等の直接的な目的のため 
・利用者の家族に対する説明のため 
・利用者のため（通所計画立案にかかわる業務および担当者会議等での情報提供） 
・利用者に関して、他の機関や他事業所等への連絡調整のため） 
・他の機関や他の事業所等からの照会に対しての返答のため 
・緊急時において、緊急に連絡するため 
●事業所の事務あるいは経営上必要のため 
・利用者の会計や経理上等のため 
・介護報酬の請求業務等のため 
・機関の経営、運営ための基礎資料等のため 
・立ち入り検査や実施指導、警察等の捜査協力への対応等のため 
・第三者評価機関や審査機関・公的機関等への情報提供等のため 
・賠償責任保険や損害賠償保険等、保険会社等への相談または届出のため 

 

□通所リハビリテーション契約書 

この記載内容について了承しました。 

□通所リハビリテーション重要事項説明書 

この書面に沿って、「通所リハビリテーション契約書」の内容を下記の説明者より受け、了承しました。 

□個人情報の取得及び利用に関する同意書 

この書面に沿って、個人情報の利用目的と利用範囲についての説明を受け、了承致しました。 
 

契約締結日  令和   年   月   日 

説明者  職名  

     氏名             ㊞ 

今回の通所リハビリテーション契約を証するため、上記の書類２通を作成し、利用者・事業者が署名捺印

の上、互いに１通ずつ保有するものとします。 

 

事業者 

所在地  豊島区西巣鴨１－１９－１７ 

名称   医療法人社団 育生會 

代表者  理事長 田 口  享 子   ㊞ 

 

利用者 

住所：   

氏名：                  

 

ご家族（続柄    ） 

住所：   

 

氏名：     

 

代理人 

住所： 

氏名：       


